Ⅰ　府有財産現況調査について
１ 調査概要

(1) 調査対象

・公有財産（大阪府公有財産規則第２条第１号の規定によるもの。）のうち、土地及び建物（ただし、供用中の道路及び河川は除く。）

・借用財産のうち、土地及び建物

民間等の財産を契約（賃貸借契約若しくは使用貸借契約）又は許可により借り受けている財産
〔表１〕調査対象施設件数部局別内訳　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

[image: image26.emf]500㎡以上

1,000㎡未満

敷地活用の可能性を検討するもの 27 21 20 68

活用方針を検討中・決定済のもの 12 4 1 17

都市計画決定等に基づくもの 58 2 11 71

その他のもの 8 1 11 20

小　計 105 28 43 176

13 1 10 24

施設別 1,000㎡以上 500㎡未満 合　計

庁舎系

施  設

公の施設（公園などを除く）
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＊②公の施設：元公の施設であったものなどを含む。

＊⑧その他の土地：廃川・廃道敷、分譲住宅地内の通路などの事業残地、他団体等への貸付地など。

＊借用土地：民間等の土地を交番や府営公園として借りているもの。

＊借用建物：民間等の建物を執務室、事務室として借りているもの。

・調査を行った府有財産の総数は2,315件で、借用土地や借用建物などの借用財産を含む総数は、3,099件である。 
・府有財産を部局別でみると、警察署や交番などの施設を所管する公安委員会が847件で最も多く、続いて府営住宅などを所管する住宅まちづくり部が430件、都市整備部が367件の順となっている。

・なお、府民の森、大気汚染測定局等観測所等の小規模施設等234件については、施設の配置状況等がわかる図面の提出を受けて調査表に代えることとしており、上記総数には含めていない。

〔表２〕用途別財産の状況(面積)
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(2) 調査内容

・調査表の類型

　 　 庁舎系施設、公の施設、住居系施設、学校、警察署、交番等、事業予定地、

その他の土地、借用土地、借用建物

・主な調査項目

施設系：職員配置数、部屋数・規模、空室の状況　など

　　  非施設系：土地の状況（面積、管理状況）、貸付け等の状況　など

・関係図面（位置図、平面図等）の提出

　  ・調査時点
平成18年4月1日時点

※教育委員会所管の学校については、平成18年5月1日時点

２ 府有財産現況調査結果

(1) 点検項目と考え方

・土地や建物が現在どのように利用されているか等について、次の項目により点検した。

○施設（土地・建物）の利用状況

・建築基準法（建ぺい率）上、現在の建物に必要な敷地を除いたうえで利用可能な敷地はどれくらいあるか。

・建築基準法（容積率）上、現在の建物にあとどれだけの増床が可能か。

○施設の使用状況

・職員配置数及び執務室、会議室、書庫・倉庫等の面積から、一人当たりの執務室等のスペースがどれくらいあるか。

・施設の使用許可又は貸付けをどのような目的で行っているか。

○用途廃止（予定）の状況

・施設の用途を廃止又は今後廃止を予定している施設はあるか。

○事業予定地等の利用状況
・事業予定地及びその他の土地がどのような状況にあるか。

(2) 調査結果の概要（点検項目別）　　

①施設（土地）の利用状況 ……建築基準法（建ぺい率）上、現在の建物に必要　　　　　　　　　　　　　　な敷地を除いたうえで利用可能な敷地はどれくらいあるか。

【点検の視点】
・建ぺい率に照らして、現在の建物に必要な敷地を除き、他の用途に利用できる部分がどれくらいあるかを点検する。

・〔表１〕に示した調査対象施設のうち、単純に建ぺい率等で利用状況を判断するのが困難な下記の施設等は、本項目の点検から除外している。

[image: image1][image: image14.emf]件数（件） 土地（公簿）面積（㎡）延床面積（㎡）

庁舎系施設 399 13,182,293.07 1,449,681.25

公の施設 84 9,161,644.66 535,435.15

住居系施設 456 11,437,528.83 9,053,497.64

学校 209 6,573,488.94 2,741,190.60

警察署 101 444,685.13 389,857.51

交番等 680 19,040.12 41,821.04

事業予定地 67 299,780.86 0.00

その他の土地 319 1,739,791.16 182.00

計 2,315 42,858,252.77 14,211,665.19

調査表提出不要分 234 6,356,590.73 11,229.82

合  計 2,549 49,214,843.50 14,222,895.01

　　　 庁舎系施設：全399件のうち、土地のみ又は建物のみの財産223件　

　　   公の施設　：全84件のうち、公園など設置目的から一定の敷地を要する

28件及び土地のみ又は建物のみの財産32件

 住居系施設：大半を占める府営住宅は、建替え計画に基づき整備が進めら

れている。（456件）

　　　 学　　校　：校舎の配置等から一定の空間確保が必要（209件）

　　　 警察施設　：他の施設との集約・合築が困難（781件）

・施設の敷地全体から、現在の建物を建てるために必要な敷地を差し引くと、計算上、新たな建物の建築又は分筆して処分が可能な敷地が算出される。

（計算式）［施設全体の敷地面積］－［現在の建物に必要な法上の敷地面積］
　 【点検の状況】

〔表３〕建築基準法（建ぺい率）上、現在の建物に必要な敷地を除いたうえで

利用可能な敷地面積の施設別内訳　　　　　　           (単位：件)
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※算出した敷地面積が利用可能かどうかは、その土地の形状や現在の利用状況などに応じて個別に検討が必要。
[image: image15.emf]所 面積（㎡） 件 面積（㎡） 所 面積（㎡） 件 面積（㎡）

政策企画部 － － － － － － － －

総務部 － － － － 116 125,880.09 129 47,322.28

生活文化部 － － － － 2 4,795.32 － －

にぎわい創造部 － － － － 1 3,856.89 － －

健康福祉部 － － － － 29 199,951.39 23 173,995.49

商工労働部 － － － － 1 50.76 － －

環境農林水産部 2 37,337.36 － － 4 19,828.68 2 19,279.68

都市整備部 64 249,165.12 27 97,281.35 104 258,563.72 8 233,767.91

住宅まちづくり部 1 13,278.38 － － 551,123,298.87 5 49,338.14

議会事務局 － － － － － － － －

教育委員会 － － － － － － － －

公安委員会 － － － － 7 3,565.44 6 3,529.79

合　計 67 299,780.86 27 97,281.35 3191,739,791.16 173 527,233.29

うち貸付け 部局名

事業予定地 その他の土地

うち使用許可


[image: image16.emf]部局名 施設名 所在地 活用方策案

公文書館 大阪市住吉区 本庁舎整備の検討を視野に入れながら、移転先を検討する。

城東庁舎 大阪市城東区 施設の集約など活用方策を検討する。

中央府税事務所 大阪市中央区

（中長期的課題として）市内府税事務所の土地・建物の有効活

用のあり方を検討する。

なにわ北府税事務所 大阪市北区

①（中長期的課題として）市内府税事務所の土地・建物の有効

活用のあり方を検討する。

②余裕スペースの庁内活用、民間貸付けなどを検討する。

なにわ西府税事務所 大阪市西区

（中長期的課題として）市内府税事務所の土地・建物の有効活

用のあり方を検討する。

なにわ東府税事務所 大阪市城東区

①（中長期的課題として）市内府税事務所の土地・建物の有効

活用のあり方を検討する。

②移転も含めた施設の活用方策を検討する。

なにわ南府税事務所 大阪市阿倍野区

①（中長期的課題として）市内府税事務所の土地・建物の有効

活用のあり方を検討する。

②敷地の一部活用（売却・貸付等）を行う。

泉北府税事務所 堺市堺区 余裕スペースの庁内活用、民間貸付けなどを検討する。

泉南府民センター 岸和田市

①会議室等の余裕スペースの庁内活用、民間貸付けなどを行

う。

②エントランス等の余裕スペースの具体的活用を検討する。

南河内府民センター 富田林市 エントランス等の余裕スペースの具体的活用を検討する。

中河内府税事務所 東大阪市

余裕敷地や建物の余裕スペースの庁内活用、民間貸付けなど

を検討する。

北河内府民センター 枚方市 エントランス等の余裕スペースの具体的活用を検討する。

ＮＰＯプラザ 大阪市福島区

耐震診断等の結果を踏まえ、当該土地・建物の活用について

検討する。

元婦人会館 大阪市中央区

現在使用中の部署が20年度に移転するため（予定）、処分を含

めて活用方策を検討する。

青少年会館 大阪市中央区 耐震診断の結果を踏まえ、施設のあり方を検討する。

盲人福祉センター 大阪市天王寺区耐震診断の結果を踏まえ、その対応を検討する。

八尾保健所 八尾市 建替え用地の必要性について、早期に方針を決定する。

元富田林保健所河内長野支所 河内長野市

府立金剛コロニーの再編整備に伴う地域生活支援拠点施設と

して活用する。

公衆衛生研究所 大阪市東成区 （中長期的に）施設の特性を踏まえた整備方策を検討する。

ITビジネスインキュベート施設 大阪市淀川区 耐震診断の結果を踏まえ、施設のあり方を検討する。

上汐会館 大阪市天王寺区耐震診断の結果を踏まえ、施設のあり方を検討する。

元泉佐野勤労青少年研修センター

泉佐野市 庁内活用を中心に検討する。

産業技術総合研究所 和泉市

現在利用されていない用地の具体的な活用方策について検討

する。

産業技術総合研究所皮革試験所

吹田市

耐震診断の結果を踏まえ、施設の有効活用について検討す

る。

産業技術総合研究所（泉佐野市）

泉佐野市 府としての政策的な位置づけも踏まえ活用方策を検討する。

総務部

生活文化部

健康福祉部

商工労働部


・敷地活用の可能性を検討する庁舎系施設（68件）のうち、敷地の利用可能性が1,000㎡以上のものが27件となっている。

・庁舎系施設や公の施設（公園などを除く）は、施設利用者用の駐車場の確保、オープンスペース等周辺環境への配慮などを行った土地利用がされてきたことなどが理由として考えられる。
②施設（建物）の利用状況 ……建築基準法（容積率）上、現在の建物にあとどれ　　　　　　　　　　　　　　 だけの増床が可能か。

【点検の視点】
・「施設（土地）の利用状況」の対象施設について、建物の利用状況を点検する。

・容積率に照らして、建増し可能な床面積がどれくらいあるかを点検する。

・施設の敷地に建築可能な延床面積（最大値）から、現在の建物の延床面積を差し引くと、計算上、建て増しが可能な延床面積が算出される。

（計算式）［法上で建築可能な延床面積（最大値）］－［現在の延床面積］

　 【点検の状況】

〔表４〕建築基準法（容積率）上、建増しが可能な床面積の施設別内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(単位：件)　

　　
[image: image5]
※算出した延床面積が増築や建替えが可能かどうかは、建物の構造や性能、敷地の
形状や利用状況などに応じて個別に検討が必要。

 　　　

・容積率の活用可能性を検討する庁舎系施設（68件）のうち、建増し可能な床面積（余剰容積）が3,000㎡以上のものが39件となっている。

・府有の建物は、２～３階建ての低層のものが多く、府民センターを除き、単独の目的ごとに施設を建設してきたことなどが理由として考えられる。
③一人当たりの執務スペース……職員配置数及び執務室、会議室、書庫・倉庫等面積から、一人当たりの執務室等のスペースがどれくらいあるか。

【点検の視点】　

・庁舎系施設を対象に、一人当たりの執務室等スペースがどれくらいあるかを点検した。

・個別調査表で回答のあった執務室、会議室及び書庫・倉庫等の面積の合計を、職員配置数で除して一人当たりの執務室等スペースが算出される。

〔参考〕

[image: image17.emf]部局名

 ⑦事　 業

　　予定地

 ⑧その他

 　 の土地

合  計

①～⑧

借 　用

土　 地

借　 用

建　 物

政策企画部 － － 5 1 －

総務部 － 116 174 5 7

生活文化部 － 2 22 1 15

にぎわい創造部 － 1 5 － 2

健康福祉部 － 29 106 14 11

商工労働部 － 1 47 5 6

環境農林水産部 2 4 75 10 －

都市整備部 64 104 367 13 2

住宅まちづくり部 1 55 430 7 2

議会事務局 － － 1 － －

教育委員会 － － 236 20 2

公安委員会 － 7 847 571 90

67 319 2,315 647 137

2.9% 13.8% 100.0% － －

合　計

（参考）

　 ・一人当たりの執務スペースの点検の目安を、本庁舎の現状や国の起債基準か

ら７㎡と設定。

  ・国の起債基準で職員50名（課長級3、課長補佐級及び主査級22、一般職員

25）で試算すると、基準とする一人当たりの執務室スペース（応接室含む）

が約7.6㎡になる。

　 【点検の状況】

〔表５〕一人当たりの執務室等スペースの内訳　　　　　    (単位：件)
　
[image: image6]
  ＊内訳は資料－３のとおり。
[image: image18.emf]部局名

 ①庁舎系

　　施　 設

 ②公　 の

　　施 　設

 ③住居系

　　施　 設

④学　校 ⑤警察署 ⑥交番等

政策企画部 1 1 3 － － －

総務部 52 － 5 1 － －

生活文化部 4 10 2 4 － －

にぎわい創造部 1 1 2 － － －

健康福祉部 48 22 7 － － －

商工労働部 25 10 1 10 － －

環境農林水産部 61 6 2 － － －

都市整備部 180 19 － － － －

住宅まちづくり部 1 1 372 － － －

議会事務局 1 － － － － －

教育委員会 25 14 3 194 － －

公安委員会 － － 59 － 101 680

399 84 456 209 101 680

17.2% 3.6% 19.7% 9.0% 4.4% 29.4%

合　計


　

・執務室に府民相談室などの応接スペースがある場合や施設内に大規模な会議室を設けている場合、出先事務所等で保管倉庫を必要とする場合、また、研究機関における研究室や検査室等、一人当たりの執務室等スペースを適切に反映していないものも含まれるが、現状の使用状況を一定把握できるものと考えられる。

・一定基準の7㎡以上の施設は、全体の91.9％となっている。

④施設の使用状況 ……施設の使用許可又は貸付けをどのような目的で行っているか。

【点検の視点】
・公有財産規則に基づく使用許可や貸付け（以下「使用許可等」という。）を目的別で集計した。

　 【点検の状況】

〔表６〕使用許可等の使用目的別部局別内訳　                （単位：件）

[image: image7]
＊事務室等：事務室、記者室、倉庫など

＊食堂等：食堂、売店、喫茶室など

＊供給施設：電柱、ガス・水道管等地下埋設物など
＊施設用地：福祉施設、病院、公園など
＊その他：公衆電話、測量基準点、道路など

・使用許可等を行っているものは、土地、建物をあわせ、5,174件である。

このうち、供給施設に関するものは、2,749件（53.1％）、食堂・自動販売機の設置などの福利厚生に関するものは、936件（18.1％）となっており、これらで全体の71.2％となっている。

・このほか、事務室等の使用を目的にしたものが255件（4.9％）、施設利用を目的としたもの260件(5.0％)となっている。

⑤用途廃止（予定）の状況……施設の用途を廃止又は今後廃止を予定している　　　　　　　　　　　　　　施設はあるか。

【点検の視点】

・施設の用途を一部でも廃止して、現在、活用策を検討しているものや、今後用途廃止を予定しているものについて集計した。

【点検の状況】
〔表７〕施設の用途を廃止済又は用途廃止予定財産の部局別内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：施設)

[image: image8]
　　    ＊〔 〕は、内数で借地上の建物
　　    ＊内訳は資料－４のとおり。

・本来の用途を廃止して活用計画を検討しているもの（22件）や、今後、用途を廃止する予定のあるもの（31件）は、総数53件あり、部局別内訳でみると、府立高校の再編による閉校（予定）施設を所管する教育委員会18件、府営住宅の建替事業に伴う一部用途廃止予定財産を所管する住宅まちづくり部９件などとなっている。

⑥事業予定地等の利用状況……事業予定地及びその他の土地がどのような状況　　　　　　　　　　　　　　 にあるか。

【点検の視点】

・道路等の事業予定地及び普通財産として管理しているその他の土地について、部局別の保有状況、使用許可等の状況を点検した。

　 【点検の状況】

〔表８〕事業予定地等の部局別内訳
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＊内訳は資料－５、６のとおり。

・事業予定地のうち、都市整備部の所管が８割を超えているが、これは道路・河川などの予定地である。

・その他の土地のうち、住宅まちづくり部の所管面積約112万㎡には、水と緑の健康都市のオオタカ緑地や里山に換地予定の約80万㎡、彩都に保有する用地約14万㎡のほか、元府営住宅払下げ残地や分譲住宅地内の通路などの事業残地を含んでいる。

都市整備部の約25万㎡には、廃川・廃道敷等の処分残地などを含んでいる。

健康福祉部の約19万㎡には、国立循環器病センターや赤十字血液センター、医薬基盤研究所等の医療機関や研究施設などへの貸付地を含んでいる。

総務部の約12万㎡には、主に廃川・廃道敷等の処分残地や元企業局の分譲事業残地などを含んでいる。

Ⅱ　有効活用方策の検討　

１ 施設の有効活用方策（土地、建物の活用）

　(1) 活用方策の検討に当たっての考え方

　　・調査結果から土地や建物の利用状況をみると、概ね敷地には利用可能な余裕部

分（建ぺい率からの余裕）があり、建物の建て方も余裕のある建て方（容積率からの余裕）をしているものが多い。また、執務室等は一定基準の7㎡以上の施設が全体の９割以上となっている。余裕に当たる部分が実際に活用可能であるかは、施設の設置目的、敷地の形状や建物の構造、現状の利用形態などから個別に判断する必要がある。

・施設の活用方策の検討において、敷地の余裕スペースについては、駐車場等に

よる利用促進や低・未利用敷地の処分等の検討、建物内の余裕スペースについては庁内活用や民間利用なども視野に入れた点検を行った。

特に安全性・耐震性や老朽化等により建替え計画がある施設は、単独で行うの

　　　ではなく、施設の集約・合築化を念頭において、検討した。　

　 (2) 活用方策の検討

　　① 検討対象施設

・調査結果から、敷地に活用可能性のあるもの又は容積率の観点から活用可能性のあるものとした９２施設（庁舎系施設68件、公の施設24件）及びこれ以外の施設で建ぺい率や容積率の点検対象外としたもののうち特に検討が必要と考えられる２２施設を対象に、次の検討基準から活用方策の検討を行った。

（92施設の内訳は、資料－１参照）

（22施設の内訳は、資料－２参照）

　　② 活用方策の検討基準

　　　○建替え等によって増床される部分に他の施設を集約

　　　　・建築年次などによって、耐震診断・耐震補強が必要となる施設

・余剰容積が1,000㎡以上ある施設

・駅から徒歩圏内（１５分程度）の施設等

　　　　　※建替えに当たっては、単独で建替えるのではなく、建ぺい率・容積率の活用による複数の施設の集約化を検討。

　　○敷地の余裕部分に他の施設を移転

　　　　・建増し可能な土地が1,000㎡以上ある施設

・駐車場に余裕のある施設

・駅から徒歩圏内（１５分程度）の施設等

　　　　　※建替え・補強を必要としない施設については、敷地の余裕部分に増築するなど、他の施設の集約化を検討

　○建物内の余裕スペースに他の施設等を移転

・執務室等の余裕が500㎡以上ある施設

・駅から徒歩圏内（１５分程度）の施設等

　　　○敷地の一部処分

　　　　・敷地の余裕が100㎡以上ある施設

・駐車場に余裕のある施設

・敷地の現況から部分的な処分が可能な施設

　　③ 検討に当たっての留意事項

・上記検討基準のうち、建替えや移転等については、移転する施設の処分見込みなども視野に入れたうえで新たな府の財政負担が生じないよう考慮する必要がある。

・敷地や建物の余裕部分への集約についても、単純に施設同士が近接しているからという理由だけではなく、当該施設を利用する府民の利便性や移転に伴う必要経費なども考慮する必要がある。

　 (3) 施設別の活用方策案
・検討対象施設について活用方策の検討基準に照らして該当する活用方策の検討を行い、土地又は建物に余裕があり活用の可能性があるとされた９２施設のうち、現時点でさらなる活用の検討が必要と判断される３８施設と、土地や建物の余裕の点検対象外とした施設のうち、特に検討が必要と考えられる２２施設について、それぞれの施設の現状や課題を踏まえたうえで、表９及び表１０のとおり活用方策案（計６０施設）を取りまとめた。
【主な活用方策案】

　　　　○施設の移転・集約などを検討
○余裕スペースの庁内活用や貸付けなどを検討
○処分を含めた活用方策を検討

　　○土地・建物の有効活用のあり方を検討

○耐震診断の結果を踏まえ、施設のあり方を検討　　　など
※施設別の有効活用方策案一覧は12頁～14頁のとおり。

なお、詳細は22頁～42頁の府有施設の有効活用方策案一覧を参照。
・この方策案について、行財政計画（案）の取組み期間（～平成23年度）内の実施に向け取り組むものとする。
　　　
　
　
〔表９〕有効活用方策案（活用方策を検討する３８施設）一覧
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〔表１０〕有効活用方策案（特に検討が必要と考えられる２２施設）一覧
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２ 行政財産使用許可・普通財産貸付けの点検

　(1) 点検方針

・使用許可等については、近年、これまで公共団体又は公共的団体が主導的な役割を果たしてきた事業分野に民間事業者が参入するなど、規制緩和等の流れの中で、公と民との役割が大きく変わりつつある。こうした現状等を踏まえ、より適正な受益者負担を求める観点から、使用料等を減免しているものについて、改めて点検する。

・現在行っている使用許可等については、同じ相手方に対して継続しているものが多く見受けられることから、そのあり方についても使用許可等の多くが更新期限となる平成19年度末を目処に点検を行う。

　(2) 点検対象

　　・点検は７頁〔表６〕のうち、その目的が「事務室等」「駐車場」「施設用地」を対象とする。なお、食堂や自動販売機等の福利厚生目的のものについては、次回更新を行う平成20年度までに、許可のあり方、相手方の選定方法及び使用料のあり方について、検討を進めていく。

〔表１１〕目的別件数表
　
[image: image13]　
(3) 点検項目　

　　上記点検対象について、次の視点により点検を行う。

・目的別許可内容の適合性

許可等の内容どおりに使用されているか　など　

・駐車場使用の公募可能性

一般等に使用させているものについて、公募による使用許可又は直営によ

る使用料徴収委託方式への変更を検討
　・使用許可等を継続する必要性　

　　　・減免措置を継続する必要性
　(4) 使用許可等の取扱い方針

・上記の点検を新たな使用許可等だけでなく、継続分も含め、下記の取扱い方針を踏まえ、平成20年4月の一斉更新までに進めていく。

　　○行政財産使用許可

　　　・使用許可は行政財産の用途又は目的を妨げない限度において適用されるもの

であり、当該財産で行政需要が発生する可能性、当該許可を大阪府が行う必

要性及び妥当性を十分点検したうえで使用許可を行っていく。

・現在、使用を認めている案件については、その使用の期間更新時に当該点検事項を十分検討したうえで更新していく。

　　○普通財産貸付け

　　　・貸付期間が長期にわたるものについては、大阪府が所有権を引き続き保持し

ていく必要性を検討したうえで、可能な限り貸付け相手方に買取りを求めて

いくこととする。そのうえで、貸付けの継続がやむを得ない場合には、契約

を更新する。

　　○使用料等の減免

・使用料等の減免については、次の基準にしたがい運用していく。

〔使用料等の減免基準〕（平成18年2月24日 管財第2118号 総務部長通知）
使用料等は原則として大阪府公有財産規則に規定する額を徴収するもので
ある。その使用料等を減免することは、その減免相当額を本府が使用許可等の相手方に対し補助金等として交付することと同様の効果をもたらすものであるから、使用料等を減免する際には府の施策との関連性に十分留意する必要がある。このため、大阪府においては、使用料等の減免措置を講じることがやむを得ないと認められる基準については、次のとおりとしている。

１　当該地等における事業に府の事務事業との関連性が認められる場合

　　　　　　市町村等の公共団体及び公共的団体が実施する事業は、その多くが府の

事務事業と関連付けることができるものであるが、ここで示す「府の事務

事業との関連性」とは、本来、府が実施すべきと考えられる事業を使用許

可等の相手方が行う場合、又は使用許可等の相手方が行う事業の推進に当

たって府が財政的な支援を行う必要があると認められる場合に限定して取り扱うものとする。

２　府の事務事業の遂行に必要不可欠な場合

　　　　　　本件に該当するものは、次のもの、その他これらに類するものとする。

                (1) 本府の指定金融機関が出納業務を行うスペース

                (2) 報道機関の記者室

                (3) 府の清掃、警備、保守点検、各種業務等の委託契約に基づいて必要最
少限度で使用するスペース
                (4) 府の施設のための引込電柱、電話柱、上下水道管、ガス管その他これ
らに類するもの

３　府が実施していた事務事業を機能継承する場合

４　法令の規定により、便宜供与を行うことが適当と認められる場合

３ 用途廃止予定財産の検討

　  ・用途廃止予定財産については、時期を逸することのないよう事前に庁内活用や

処分等の検討を進めていくこととする。

　　・なお、８頁〔表７〕の53件のうち、方針を定め、平成18年度に処分したもの及び平成18年12月入札で落札され、処分予定のものは合わせて８件である。

　　　                                                （平成19年1月末現在）
４ 事業予定地等の有効活用の検討・実施
　(1) 事業予定地等の活用に係る取扱い方針

・事業予定地については、事業着手までの間においても有効活用を図る必要があること、また、事業予定地以外の土地についても、低・未利用の状況にあるものについては、貴重な経営資源として、積極的な活用を図る必要があることから、庁内活用をはじめ、行政財産としての管理に支障のない範囲での民間等による暫定的な利用や貸付けを進める必要がある。

・こうした現状や行政財産の民間利用の促進などを柱とした地方自治法の改正の趣旨なども踏まえ、効率的利用に資すると認める使用許可を一定の範囲で幅広く適用することとし、事業予定地等で暫定利用が可能な土地について、民間等による活用を含めた使用を認める取扱い方針を今後速やかに策定していく。 併せて、建物を含む行政財産の貸付けについても考え方を整理のうえ、実施していくこととする。

　(2) 低・未利用等の普通財産（その他の土地）に係る取扱い方針

・低・未利用な普通財産については、可能な限り庁内活用又は処分等を進める。

・施設跡地等で府として活用方策のない土地や廃川・廃道敷、分譲住宅残地等については、通路等として使用されている土地は地元市町村に引き継ぐなど、より適切な管理に努めるとともに、境界確定が困難である土地や不整形等の土地など処分等に支障がある土地については、筆界特定制度（平成18年１月施行）を活用したり、財産の交換条例（平成18年10月改正）により隣接地等と交換して整形化するなどの工夫を行い、可能な限り早期の処分等を進めていくこととする。

５ その他の取組み

　10頁のⅡ-１で示した有効活用方策は、施設の建ぺい率や容積率、一人当たりの執務スペースを中心に点検したものであるが、単純に建ぺい率等で利用状況を判断することが困難として点検から除外した住居系施設や学校についても、次の視点により有効活用方策の検討が必要である。

(1) 府営住宅の活用用地等

　　① 現　状

　・府営住宅の建替えについては、大阪府営住宅ストック総合活用計画(H18～H27年度)を策定し、整備が進められている。

　　　・建替えに伴い生み出した余剰地については、原則として事業コンペやＰＦＩ手法等を活用し、多様な住宅や地域の活性化につながる施設等の用地（活用用地）として利用が進められている。また、活用用地以外の余剰地（未利用地）については売却を行っている。

　　　　これらの土地以外に、建替え対象外の団地（経営団地）の中に周辺環境の変化等により不要となった用地（汚水処理施設の跡地等）があり、その現状把握を行っている。

　　② 今後の活用に向けた課題と方向性

　　　・活用用地については、引き続き地元市との協議調整を行い計画的な利用に努める。

・建替えに伴い生じた未利用地で、将来的に他の行政目的（都市計画道路等）があるものは所管替え等を行い、利用目的のない未利用地は用途廃止のうえ処分等を進める。

　　　・経営団地において不要となる土地については、早急に現状把握を行うとともに、その処分について、国や地元市等と協議を行う。

(2) 警察待機宿舎

　　① 現　状
・警察待機宿舎は、大規模災害等が発生した場合の初動措置を行う体制を確保できるよう、常時職員を集団で居住させるために府内各所に整備されているものである。

・世帯用待機宿舎・単身寮の建替え・集約については、府内の４地域に分散し、各地域に最低数百人規模以上の待機宿舎を整備する計画であり、南部地域に引き続き、現在、東部地域において寝屋川待機宿舎をＰＦＩ手法により建替え中である。完成後は周辺の世帯用待機宿舎・単身寮を集約することとしている。
　　② 今後の活用に向けた課題と方向性

・警察待機宿舎も、庁舎系施設の建物と同様、施設単独で低層で建てられたものが多く、現状では敷地の建ぺい率や容積率からみて土地の有効活用を図る必要がある。また同一地域に複数の宿舎が存在する場合もある。このため、当該地における必要戸数を精査のうえ、費用対効果を検証しながら計画的な建替えの検討を行う必要がある。

(3) 余裕教室等の活用事業の取組みと今後の方向性
　   ① 現　状

・教育委員会が所管する府立高等学校（151校）については、「大阪府立高等学校の余裕教室等の開放に伴う教育財産の管理に関する規程」等に基づき、毎年余裕教室等の活用の取組みが行われている。

・余裕教室等の開放は、学校教育への期待、教育コミュニティの形成又は福祉的活用の推進という観点を持つ活動を行うものに限定した運用を行っている。今年度開放事業を実施している学校は67校で、公募により相手方を選定するもの28校、地域との連携により実施するもの39校となっている。

・生徒数は減少傾向にあるものの、多様な学習機会の創出を目的とした選択教科や少人数指導のため、多くの教室を必要とし、現状としては開放事業に活用できる教室の確保が困難な状況である。

② 今後の方針

・今回実施した現況調査で「空き教室」を「有り」又は「不明」としながら、現在余裕教室開放事業を実施していない学校（計11校）については、19年度の活用計画を踏まえ、実施可能性について教育委員会で検討することとしている。

・今後見込まれる生徒数の増加も踏まえながら、引き続き、教育課程と地元ニーズなどを考慮したうえで、可能な限り地域と学校との調和を図りながら、空き教室の利用を促進する必要がある。

Ⅲ　活用方策等を実現していくための今後の進め方

　　　　～「保有から有効活用へ」の実現のために～

○今回その方向を取りまとめた活用方策案については、行財政計画（案）の取組み期間である平成23年度までの実施に向け取り組んでいくものとする。

○平成19年度実施又は検討分については、耐震化への対応にも配慮しながら、実現に向けた課題・手法を整理のうえ、時期を逸することなく取り組むこととする。また、平成20年度以降の実施を目指すものについては、早期に検討を開始し、実施年度の前倒しが可能となるよう努めるものとする。

大阪市内にある庁舎系施設などについては、本庁舎整備の検討を視野に入れながら、活用方策の具体化を進める。
○こうした取組みを効果的に進めるためには、行政内部の検討に留まることなく、民間の経営感覚や専門的な見地からの提案など外部の視点を取り入れて、府民サービスや防災機能等複数の機能を併せ持つ施設の今後のあり方の検討、施設の移転集約などの具体化、さらには活用方策によって生み出された土地や低・未利用財産の活用などについて、検討を行っていく必要がある。

○また、建ぺい率や容積率などからの検討対象とならなかった施設や設置目的等から他の府有施設との集約が困難な住居系施設、学校、警察施設及び単独利用が困難な一定面積以下の土地についても、今後、一層の有効活用に向けた取組みを進める必要がある。
別 掲

【府有施設の有効活用方策案一覧】

　活用を検討する３８施設（P.22～P.34）

　特に検討が必要と考えられる２２施設（P.35～P.42）

【資料一覧】

　活用の可能性を検討する９２施設（資料―１）

　特に検討が必要と考えられる２２施設（資料―２）

　一人当たりの執務室等の施設ごとの状況（資料―３）

　施設の用途を廃止済又は用途廃止予定財産（資料―４）

　事業予定地（資料―５）

　その他の土地（資料―６）
【庁舎系施設の分類について】


・敷地活用の可能性を検討するもの（府民センターなど68件）


・活用方針を検討中・決定済のもの（本庁舎や元産技総研など17件）


・都市計画決定等に基づくもの（下水処理施設や港湾など71件）


　・その他のもの


運動広場や池などを含み、建ぺい率からの点検に適さないもの、


国等との合築建物の敷地であるもの　など20件





【対象件数について】


庁舎系施設399件のうち、府の職員が配置され事務室として使用されている府有建物99件を対象としている（借地上の施設を含む）。








－1－


[image: image19.emf]件数 免除 減額 件数 免除 減額 件数 免除 減額 件数 免除 減額

政策企画部 2       1       -       -       -       -       1       1       -       3       2       -      

総務部 70     56     6       17     3       1       24     10     1       111    69     8      

生活文化部 17     7       7       6       -       1       10     10     -       33     17     8      

にぎわい創造部 6       -       6       -       -       -       3       1       2       9       1       8      

健康福祉部 31     12     3       2       1       -       31     20     4       64     33     7      

商工労働部 53     7       23     4       2       -       14     6       -       71     15     23    

環境農林水産部 2       2       -       3       -       -       19     6       3       24     8       3      

都市整備部 9       6       -       8       -       1       68     9       2       85     15     3      

住宅まちづくり部 3       2       -       2       1       -       72     52     2       77     55     2      

議会事務局 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -      

教育委員会 15     5       5       1       -       -       13     10     3       29     15     8      

公安委員会 47     37     5       5       -       4       5       3       -       57     40     9      

合計 255    135    55     48     7       7       260    128    17     563    270    79    

合計

部局名

事務室等 駐車場 施設用地

[image: image20.emf]部局名 施設名 所在地 活用方策案

森之宮天然ガス充填スタンド 大阪市城東区

隣接府有地の取扱いにあわせ、移転を含めた検討を２０年度ま

でに行う。

北部家畜保健衛生所 寝屋川市 施設を統合し、跡地について処分を含め活用方策を検討する。

南部家畜保健衛生所 岸和田市 施設を統合し、跡地について処分を含め活用方策を検討する。

南部家畜保健衛生所病性鑑定室

藤井寺市 施設を統合し、跡地について処分を含め活用方策を検討する。

食とみどりの総合技術センター 羽曳野市

統合効果を最大限に発揮させるため、施設集約の方向性につ

いて検討する。

枚方土木事務所水防倉庫（磯島）

枚方市 水防倉庫全体の配置の中で立地を検討する。

中河内府民センター 八尾市 余裕スペースの庁内活用などを検討する。

泉北府民センター 堺市西区 余裕スペースの庁内活用などを検討する。

鳳土木事務所水防倉庫 堺市西区

津久野倉庫と一体的に敷地が使われているため、津久野倉庫

の移転検討にあわせ、敷地の有効活用を検討する。

鳳土木事務所津久野倉庫 堺市西区 事業予定地、高架下等への移転を検討する。

西大阪治水事務所工務課分室 大阪市此花区 土地・建物の有効活用を検討する。

東部流域下水道事務所 東大阪市

(中長期の課題として）土地・建物の有効活用のあり方を検討す

る。

教育委員会 文化財保護課分室 堺市堺区

①分室機能の他施設への移転について検討する。

②文化財収蔵庫を他施設へ集約することを検討する。

環境農林水産部

都市整備部

[image: image21.emf]部局名 施設名 所在地 活用方策案

東京事務所下高井戸別館１ 東京都杉並区 将来的な需要動向を見極め、施設のあり方を検討する。

東京事務所下高井戸別館２ 東京都杉並区 将来的な需要動向を見極め、施設のあり方を検討する。

東京事務所代々木別館 東京都渋谷区 土地のポテンシャルを活用した施設整備の方向性を検討する。

職員運動広場用地 大阪市此花区 低利用時間帯の活用促進方策を検討する。

新別館南館職員健康増進施設 大阪市中央区 低利用時間帯の活用促進方策を検討する。

高倉書庫 大阪市都島区 本庁舎整備の検討を視野に入れながら、移転先を検討する。

新別館北館（スカイウェルネス跡）大阪市中央区 民間ビルに入居している部署の移転先等として活用する。

生活文化部 元羽衣青少年センター敷地 高石市 敷地の取扱いについて早期に決定する。

にぎわい創造部留学生会館（千里） 吹田市 今後の施設のあり方を検討する。

阿倍野公共職業安定所 大阪市阿倍野区引き続き国との協議を進め、買取・移転を強く求める。

商工労働部所管阿倍野庁舎　 大阪市阿倍野区引き続き国との協議を進め、買取・移転を強く求める。

布施公共職業安定所 東大阪市 引き続き国との協議を進め、買取・移転を強く求める。

泉大津公共職業安定所 泉大津市 引き続き国との協議を進め、買取・移転を強く求める。

泉大津公共職業安定所駐車場 泉大津市 引き続き国との協議を進め、買取・移転を強く求める。

堺７・３区ヌ地区（産業廃棄物跡地）

堺市西区

産業廃棄物処分場跡地という制約を踏まえつつ、貸付用地とし

て活用する。

堺７・３区ル－１地区（産業廃棄物処分場）

堺市西区

今後も産業廃棄物処分場として管理を行いつつ、中長期的に

暫定活用の可能性について検討する。

堺７・３区ル－２地区（産業廃棄物処分場）

堺市西区

今後も産業廃棄物処分場として管理を行いつつ、中長期的に

暫定活用の可能性について検討する。

環境情報センター 大阪市東成区

統合効果を最大限に発揮させるため、施設集約の方向性につ

いて検討する。

都市整備部 南部流域下水道事務所　 松原市 (中長期の課題として）建物の有効活用のあり方を検討する。

住宅まちづくり部八尾緑ヶ丘（保健所建替用地） 八尾市

八尾保健所建替用地として使用しない場合は、用地の取扱い

について、早期に方針を決定する。

森之宮庁舎 大阪市城東区

20年度の警察新庁舎への早期移転完了後、処分を含めて活

用方策を検討する。

警察犬訓練センター 堺市西区 施設の特性を踏まえた立地を検討する。

公安委員会

政策企画部

総務部

商工労働部

環境農林水産部

[image: image22.emf]部局名

政策企画部 -       -       -      

総務部 4 1 5

生活文化部 -       1 1

にぎわい創造部 -       -       -      

健康福祉部 3 3〔1〕 6〔1〕

商工労働部 2 2 4

環境農林水産部 -       1〔1〕 1〔1〕

都市整備部 -       -       -      

住宅まちづくり部 -       9〔1〕 9〔1〕

議会事務局 -       -       -      

教育委員会 11 7 18

公安委員会 2 7 9

合　計 22 31〔3〕 53〔3〕

廃止済 廃止予定 合計

[image: image23.emf]部局名 事務室等 食堂等

自動販売機

供給施設 駐車場 施設用地 その他 合　計

政策企画部 2             -            -            -            -            1             -            3            

総務部 70            20            37            93            17            24            150          411         

生活文化部 17            4             3             22            6             10            8             70           

にぎわい創造部 6             -            -            17            -            3             -            26           

健康福祉部 31            11            19            39            2             31            34            167         

商工労働部 53            4             14            5             4             14            7             101         

環境農林水産部 2             1             13            50            3             19            25            113         

都市整備部 9             9             13            94            8             68            63            264         

住宅まちづくり部 3             4             -            2,015        2             72            176          2,272       

議会事務局 -            -            -            -            -            -            -            -           

教育委員会 15            240          142          283          1             13            277          971         

公安委員会 47            91            311          131          5             5             186          776         

255          384          552          2,749        48            260          926          5,174       

4.9% 7.4% 10.7% 53.1% 1.0% 5.0% 17.9% 100.0%

合　計

[image: image24.emf]１０㎡以上 ７㎡以上

１５㎡未満 １０㎡未満

庁　　　舎 29 21 12 6 68

保健所等 12 5 　－ 2 19

研究所等 5 3 4 　－ 12

46 29 16 8 99

46.4% 29.3% 16.2% 8.1% 100.0%

庁舎系

施　 設

合　計

７㎡未満 合　計 施設別 １５㎡以上

[image: image25.emf]1,000㎡以上

3,000㎡未満

容積率の活用可能性を検討するもの 39 24 5 68

活用方針を検討中・決定済のもの 14 2 1 17

都市計画決定等に基づくもの 59 6 6 71

その他のもの 9 3 8 20

小　計 121 35 20 176

17 5 2 24

施設別 3,000㎡以上 1,000㎡未満 合　計

庁舎系

施  設

公の施設（公園などを除く）

